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企 業 理 念

お客様の豊かな社会生活と
健康な暮らしを提供します

2 0 3 0 年 の ありた い 姿

地域 No.1の健康ステーション

1 2

CSRサイト

非財務報告
（環境・社会・ガバナンス）

要点・概要

財務報告

有価証券報告書
※ガバナンス報告を含む

IRサイト

統合報告書

網羅・詳細

編集方針
本報告書は、当社グループの価値や強み、また中
長期的な戦略や取り組みを、投資家をはじめとし
たステークホルダーの皆様にお伝えし、建設的な
対話に活用することを目的としています。また、
編集にあたっては、重要度の高い内容に絞り、簡
潔で分かりやすい構成を目指しました。本報告
書に掲載していない IR 情報、CSR 関連情報な
どは Web サイトで開示しています。
●報告対象期間
2025年2月期（2024年3月～2025年2月）の活動を中心に
報告し、一部当期間の前後の活動も掲載しています。なお、
組織・役職名は2025年5月27日時点のものを記載してい
ます。
●対象範囲
財務情報はウエルシアホールディングス株式会社の連結
ベースの情報に、また非財務情報は主にウエルシア薬局株
式会社単体の情報に基づいています。

本報告書の位置付け

見通しに関する注意事項

本報告書に記載されている内容は、現在入手可能な情報から
得られた当社の判断に基づくもので、リスクや不確実性を含ん
でいます。記載の業績見通しなどとは異なる結果を生じ得る
リスクを含んでおりますことをご承知おきください。

本統合報告書は、ウエルシアホールディングス株式会社として発行する最後の報告書となります。

これまで地域社会と共に私たちが歩んできた道のり、そして2025年２月期に発表したグループ経営方針

「ウエルシア2.0」の内容を中心にお伝えしていきます。

2025年12月以降、株式会社ツルハホールディン

グスとの経営統合を経て、新たなステージへと進

む私たちですが、その原点には、これまで支えてく

ださったお客様、株主の皆様、地域の皆様、そして

従業員一人ひとりの努力があります。

これまでのご支援への感謝と、これからの挑戦へ

の決意を込めて本報告書をお届けします。

一人ひとりのありたい姿をサポートする「Welcia」へ

取締役
髙橋  康司

取締役
田中  純一

代表取締役
桐澤  英明

取締役
柴﨑  孝宗



※1  2006年2月期は、決算期変更により6ヵ月決算　※2  2008年8月期は、決算期変更により6カ月決算
※3  2015年2月期は、決算期変更により6ヵ月決算
※4  2023年2月期の期首より、「収益認識に関する会計基準」等を適用し、当該基準を適用した売上高を記載

※1 ※2 ※3 ※4
（年）

 

主な動きとM&A

127億円 193億円 589億円

2,387億円

8,682億円

9,496億円

1兆259億円

売上高
店舗数

2,000店
実現

1,000店
実現

1974
「十字薬局」
（東京、コアの前身）創業

2015
「タキヤ」（兵庫）
「シミズ薬品（ダックス）」（京都）
「CFSコーポレーション
（ハックドラッグ）」（神奈川）

2017
「丸大サクラヰ薬局
（ハッピー・ドラッグ）」（青森）

2018
「一本堂」（東京）
化粧品専門店「MASAYA」（岡山）

2019
「金光薬品」（岡山）

2020
「よどや」（高知）
「クスリのマルエ」（群馬）
調剤専業「ネオファルマー」

「サミット」（愛媛）

2024
情報システム事業「エクスチェンジ」（東京）

「エクスチェンジソリューションズ」（東京）
「エクスチェンジクリエイティブ」（東京）
「とをしや薬局」（長野）
「ウェルパーク」（東京）
介護事業「ウエルシアパートナーズ」（東京）

2021
「ププレひまわり」（広島）

2022
「コクミン」（大阪）　「フレンチ」（大阪）
「ふく薬品」（沖縄）

2002
「池野（トップ）」（埼玉）

2006
「いいの」（埼玉）
「ナカヤ」（山梨）

2007
「ナガタ薬局」（群馬）

2008
「寺島薬局」（茨城）
「高田薬局」（静岡）

2010
「イレブン」（大阪）

2011
「ドラッグフジイ」
（富山）

1965 
「一ノ割薬局」
（埼玉、グリーンクロスの前身）創業

社会環境の変化

国内ドラッグストア業界での主な規制

高度経済成長

医薬分業の推進
大店法の規制緩和 大店立地法の施行

化粧品と医薬品の再販制度の撤廃
登録販売者制度の導入

オイルショック バブル崩壊 リーマンショック

バブル期 デフレ成長期（経済の低成長） 人口減少期へ突入

1970 1980 1990 2000 2005 2010 2015 2020 2021 2022 2023 2024 2025

20081997

売上推移と価値創造

「介護」支援領域を加え、
超高齢社会の

地域インフラへ

20122002
「グリーンクロス・コア」設立 店舗名を「ウエルシア」に統一 「高田薬局」（静岡）と経営統合し

持株会社「グローウェルホール
ディングス」設立

東京証券取引所第一部へ指定
「ウエルシアホールディングス」へ社名変更

2020
「ホームセンターみつわ」
（福井）資本業務提携

2022
東京証券取引所
プライム市場へ移行2016

化粧品専門店「B.B.ON」設立

2014
「イオン」による連結子会社化

2000
「ジャスコ」（現イオン）資本業務提携

M&A

主な動き

2001
ジャスダック市場へ上場

2004
東京証券取引所第二部へ上場
2005

「ウエルシア関東」へ社名変更

ラインロビングで
品揃えを広げ、

人々の生活に密着

化粧品OTC医薬品

食品

「調剤併設」
「カウンセリング営業」

「深夜営業」を柱に、
健康な暮らしに寄り添う存在へ

調剤併設 カウンセリング
営業

深夜営業

調剤併設 カウンセリング
営業

深夜営業介護

新型コロナウイルス感染症の感染拡大 感染症法上の位置付けが5類に移行

1兆2,173億円

1兆2,850億円

1兆1,442億円

40店 55店 151店

660店

992店

2,217店

2,468店
2,763店

2,825店
3,013店

2,012店

社会や時代の変化を見据え、ウエルシアモデルを構築

メディカルケア
戦略

プロダクト
戦略

地域 No.1の健康ステーション実現

DX
医療データ

POSデータ
健康データ

リージョン
戦略

4ウエルシアホールディングス株式会社　統合報告書2025ウエルシアホールディングス株式会社　統合報告書20253 4

ウエルシアグループは社会環境の変化を見据え、業容を拡大してきました。
これからも、地域の暮らしに寄り添う思いは変わらずに、持続可能な社会と企業成長の両立を目指しています。

価値創造の歩み



ウエルシアHD（連結）
合計

1,285,005百万円
化粧品
203,007百万円
(15.8%)

医薬品
233,255百万円
(18.2%)

家庭用雑貨
178,053百万円
(13.9%)

食品
299,514百万円
(23.3%)

その他
87,653百万円
(6.7%)

調剤
282,548百万円
(22.0%)

手数料収入
972百万円(0.1％)

市場の成長性 スケール 専門性

10兆円を超え
さらに拡大し続ける市場で

ドラッグストアの市場規模※１

9.2兆円（2023年）

10兆円（2024年）

前年比109.0％

調剤の市場規模※2

7.8兆円（2022年）

8.3兆円（2023年）

従業員数

66,956人
（正社員・臨時従業員人数）

薬剤師数

8,550人

2025年2月28日時点

登録販売者数

20,735人
化粧品担当者数

2,685人
管理栄養士数/栄養士数

360人 / 191人

かかりつけ薬剤師数

2,427人
売上高

1兆2,850億円
対前期売上高増減率

5.6%増
商品別売上高（構成比）

来店客数
（ユニークユーザー数）

3,450万人

処方箋受付枚数

2,735万枚

ウエルシアメンバー数

（年間延べ来店客数5.9億人）

（処方箋のネット受付
利用率15.8% ※ウエルシア薬局）

1,386万人

培ってきた総合力と
スケールとともに 多様なプロフェッショナル人材の専門性を活かして

AED設置店舗数

2,621店舗
オストメイト配慮型トイレ設置店舗数

1,764店舗

調剤併設店舗数（国内）

2,282店舗
うち土曜開局店舗数

1,933店舗
うち在宅医療にかかる薬剤管理
および服薬指導の実施店舗数

1,396店舗
※１ 日本チェーンドラッグストア協会
　　「日本のドラッグストア実態調査」

※２ 厚生労働省「調剤医療費の動向調査」

前年比105.4％

処方箋枚数※2

8.3億枚（2022年）

8.8億枚（2023年）

前年比106.0％

深夜営業店舗数

2,149店舗
うち24時間営業店舗数

330店舗
店舗数

連結 3,013店舗
（45都道府県3,001店舗／
シンガポール12店舗）

ライフリー・カウンセラー資格取得者数

累計 8,289人
（2025年2月期　新規取得者583人）

拡大が続く市場において
ウエルシアグループのスケールと専門性を活かしてさらなる成長へ
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At a Glance



人口年齢構成比率

2004年 2023年

2024年  小売業の商業販売額

65歳以上
20%

47% 37%

65歳以上
29%

30代
以下

出典：経済産業省資料より

小売業 
167兆1,530億円

前年比2.5％

百貨店  
6兆3,282億円
前年比6.3％

スーパー
16兆530億円
前年比2.6％

家電大型専門店  
4兆7,288億円
前年比2.1％

ドラッグストア  
8兆9,199億円
前年比6.9％

ホームセンター  
3兆3,988億円
前年比1.7％

百貨店・スーパー   
22兆3,812億円
前年比3.6％

コンビニエンスストア  
12兆8,887億円
前年比1.2％

専門量販店3業態   
17兆475億円

その他
114兆8,356億円

30代
以下
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市場環境 ウエルシアの挑戦

ウエルシアグループは少子高齢化や競合環境、お客様の新たなニーズといった環境変化に対応し、
地域のお客様に選ばれ続けるために新たな取り組みを始めています。

市場環境認識

少子高齢化、都市集中

小売業界の競争激化

2004年から2023年の20年間で、国内の人口年齢構成

比は30代以下が全体の47％から37％へと減少する一方、

65歳以上は20％から29％へと増加しました。また、多くの

地方では人口減少が進む一方で、都市部では人口が増加

しており、都市集中の傾向が顕著になっています。このよ

うな変化により、都市と地方で顧客層の違いが拡大し、消

費者のニーズや購買行動にも地域差が生まれると見込ま

れています。また、人口減少地域では人材不足が深刻化し、

人材確保や業務効率化への対応が一層求められます。

かつてはGMS（総合スーパー）や百貨店が小売業界の

中心的存在でしたが、過去20年間で業界構成は大きく

変化しました。消費者ニーズの多様化に対応する形で、

コンビニエンスストア（CVS）、ECプラットフォーマー、

SPA（製造小売）企業、そしてドラッグストアなどが台頭

しています。ドラッグストア業界内では、M&Aが活発に

行われ、企業規模の拡大が進みました。また近年では、

食品や日用品の取り扱いを強化することで、業績を伸ば

す企業も現れています。これにより、従来のスーパーや

コンビニとの競合が激化し、業態を越えて価格やサービ

ス面での競争が進んでいます。

消費者動向の変化や 
人材不足が見込まれる

業界構成は大きく変化。
価格やサービスでの差別化がし烈に

生鮮食品や弁当、総菜など、食品の品揃えを強化した「ド

ラッグ＆フード」店舗を、郊外立地を中心に拡大します。日

常生活で必要なものをワンストップで揃えられる店舗とし

て、お客様の利便性を高めていきます。人口減少やオンラ

インショッピングの普及で地域の食料品店が減少し、高齢

者を中心に食品の購入に苦労する「食料品アクセス問題」

への対応にもなると考えています。

①ドラッグ＆フード店舗の展開

コロナ禍後、日本では医療の電子化が急速に進展し、

電子処方箋やオンライン診療などの導入が始まりまし

た。多くの調剤併設店舗を展開する私たちもこの流れ

に対応し、積極的なデジタル投資を進め、ICTを活用

した業務効率化を行っています。同時に、人とのコミュ

ニケーションを必要とする服薬支援や在宅調剤などに

力を入れ、これまで以上に地域医療との連携強化を進

めていきます。

②調剤のデジタル化推進

「地域No.1の健康ステーション」を目指し、介護分

野のサービスをいっそう強化していきます。ケアマネ

ジャーが常駐する居宅介護支援事業所を併設した店舗

を新設。介護専門事業を担うグループ会社とのシナジー

効果を創出し、お客様と長期的に関わる仕組みを構築

します。介護事業を展開するウエルシアパートナーズの

子会社化や、介護タクシー「ウエルタク」のサービス開

始など、グループ体制も増強しています。

③介護事業の拡充

80代以上

70代

60代

50代

40代

30代

20代

10代以下



カウンセリング
営業    

深夜営業介護

調剤併設 カウンセリング
営業    

INPUT

製造資本
◆調剤併設型
ドラッグストア
◆PB商品の
サプライヤー

知的・
人的資本
◆専門人材

社会関係資本
◆ご来店のお客様
◆ウエルシアメンバー
◆公益財団法人
イオン１％クラブを通じた活動

P5

日々の暮らしに
健康と美容を

人権方針

環境方針

商品・
サービス

方針

ありたい姿「地域No.1の健康ステーション※」の実現へ

ウエルシアモデル

◆海外情勢不安による経済の停滞
◆原材料費・人件費の上昇によるコストプッシュインフレ
◆物流コストの上昇
◆物価上昇圧力の強まりによる消費者負担の増加
◆低価格志向と高付加価値志向の消費者行動二極化
◆超高齢社会および人口減少社会

ウエルシアを取り巻く経済・社会環境

多様性を活かす
企業文化

戦略を支える
事業スケール

豊富な
専門人材

OUTCOME

2030年のありたい姿
地域No.1の

 健康ステーション

マテリアリティ
P39

誰もが働きがいを
感じられる社会

あらゆる人に
便利・快適を

活気と活力のある
地域社会

“かかりつけ”で
医療に安心を

人生100年時代の
豊かさ・幸せを

脱炭素社会への
貢献

企業理念
お客様の豊かな社会生活と
健康な暮らしを提供します

接客

価格

知識

品揃え

クリンリネス

価値の還元

OUTPUT
暮らしのすぐそばで
調剤サービス

買いやすい
売場提案

介護サービスや
健康サービスの
拡充

再生可能エネルギーの
活用拡大や
ペットボトル回収
などを通じた
環境負荷低減

デジタル活用した
顧客サービスの拡充

問題解決型の
カウンセリング

からだにいいもの
くらしを便利にする
PB商品を提供

地域に合わせた
店舗フォーマット

※健康ステーションとは、地域のお客様にとって、美しく楽しく健康な生活を応援してくれるコミュニティの場であり「未病・予防・治療・介護」のプロとして
信頼される存在

時代や地域のニーズに合わせ、ウエルシアモデルを最適化し、新たな商品やサービスを拡充していくことで、
地域の生活を支えるドラッグストアとして新たな価値を創造します。

プロダクト
戦略

1

2
メディカルケア

戦略

3
リージョン

戦略

⬆
DX

新戦略方針
ウエルシア
2.0 予防

治療

介護

PRODUCTS

OTC医薬品

調剤

化粧品

家庭用雑貨

食品

その他

未病

ウエルシアホールディングス株式会社　統合報告書20259 ウエルシアホールディングス株式会社　統合報告書2025 10

価値創造プロセス



地域 No.1 の
健康ステーションが
広げる豊かな暮らし 

健 康 ステ ーションが ある暮らし̶̶それ は
「未病・予防・治療・介護」のプロがそばにいて、
地域の人々が楽しく健康に過ごす未来。ウエル
シアグループは、2030年に向けて、そんな暮らし
を提供する地域No.1の存在になっていきます。

オンライン服薬指導や
服薬支援は
好きな場所・タイミングで
相談できて助かるなあ 
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持続的な成長に向けた戦略の転換点

2024年5月の社長就任以降、これからのウエルシアグ

ループの経営の舵をどう取るか、経営陣はもちろん、幅

広い層の従業員や社外の方々との対話を通して整理し

てきました。これまでの当社グループの歩みを振り返る

と、当社独自のビジネスモデルである「ウエルシアモデ

ル」をベースに、高速出店と M&A による、規模を追求す

る戦略を推進してきました。10年前と比べ、総店舗数

は約3倍の3,013店舗（2025年２月時点）まで拡大しま

した。それに伴い、過去15年間で売上高は2,000億円か

ら1兆2,000億円へ、1兆円の増加を達成しました。

しかし、ドラッグストア業界全体に目を向けると、総

店舗数が2万3,000店舗を超え、オーバーストアが起こ

りつつあります。オーバーストアというのは、競合との

飽和もありますが、ドミナント戦略を展開してきたエリ

アでは、ウエルシアグループ内においても飽和の問題が

あります。そのため、規模拡大に伴って売上高は順調に

推移しているものの、営業利益率はコロナ前の4％台か

ら3％台へと低下しています。

今後は一層の競争激化が進むことに加え、人口減少や

インフレの進行といった中長期のトレンドもあります。こ

れらを鑑み、従来の戦略はもはや勝ちパターンではないと

いうことを認識し、アップデートする時期が来た、と考え

ました。薬剤師をはじめとした専門人材の獲得・育成など、

これまで培ってきた良い部分は継承しつつ、変えるべきと

ころは変える。それが2030年におけるありたい姿である「地

域Ｎｏ.１の健康ステーション」の実現には必要です。このよ

うな背景から、2024年10月に新たなグループ経営方針

「ウエルシア2.0」を発表しました。「2.0」は、創業の世代

からバトンを受け継いだ第二世代である我々が、新しいウ

エルシアグループをつくっていくという覚悟を示したもの

です。

同時に社内には「変わる、変える、未来のウエルシア」と

いうスローガンを掲げました。これまでにない厳しい利

益水準での進捗のなか、「今変わらなければ生き残れな

い」ということを強調してきました。
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社長メッセージ

「地域 No.1の
健康ステーション」を目指して
量から質への転換に挑む
ウエルシアホールディングス株式会社
代表取締役 兼 社長執行役員

桐澤 英明

従来 今後

４
大
方
針

調剤併設 グループ調剤併設率の目標80％ 弾力化 地域需要に合わせた展開、効率化を追求

深夜営業 24時まで営業、24時間営業 弾力化 地域特性に合わせた営業時間

カウンセリング 各店舗にビューティアドバイザーを設置 弾力化 強化店舗とセルフ店舗の区分け

介護 一部のグループ会社で推進、在宅調剤 強化 居宅介護支援事業所の併設を水平展開

高速出店 年間100店舗以上の出店、出店エリアは
全都道府県を対象 見直し ドミナントエリアへの集中（出店・改装） 

事業回復の難しい店舗の整理

M&A エリアの補完性が高い会社へ出資 
事業の親和性が高い会社へ出資 見直し 新規M&Aは原則中止 

グループ会社へのPMIを推進

DX ー 新規 DX思考による業務効率化の追求 
新たなビジネスモデルへのチャレンジ



量から質への転換、地域に応じた 
店舗づくりを進め、収益力を高める

まず進めているのが、量から質への転換です。ウエル

シアモデルの4大方針のうち、「調剤併設」「深夜営業」

「カウンセリング」については、全国一律から地域特性

に合わせた展開へと弾力化します。一方で、今後の需

要増が見込まれる「介護」は強化し、居宅介護支援事業

所併設店舗を水平展開していく予定です。

出店についても全都道府県への出店戦略は見直し、

収益基盤エリアへの出店および既存店舗の改装に注力

します。加えて、将来にわたり回復の厳しい店舗につい

ては、思い切った閉店またはスクラップ・アンド・ビルド

を実行していきます。2024年度の後半は、これらの取

り組みを検討し実行すると同時に、後で述べる DX チー

ムの組成に注力し、「ウエルシア2.0」の本格実施に向け

た準備を進めてきました。

「ウエルシア2.0」の戦略は大きく「プロダクト戦略」

「メディカルケア戦略」「リージョン戦略」の3つで構成さ

れています。そして、当社の持つ顧客データ基盤を集約

した DX が、ハブ機能として3つの戦略を支えます。

「プロダクト戦略」では、プライベートブランド（PB）

商品を強化し、差別化と粗利率の向上を図ります。ま

た、顧客データを活用し、地域に合った品揃えの実現と

1to1マーケティングに取り組み、商品の届け方も変え

ていきます。「メディカルケア戦略」では、ヘルスケアサー

ビスのラインロビングを進めるとともに、DX を掛け合

わせ、ヘルスケアにおけるエコシステムの構築を構想し

ています。「リージョン戦略」では、データに基づいてエ

リア、個店の状況を可視化することで、店舗の改装・閉

店をこれまで以上のスピードで進めていきます。さらに、

これまで画一的だった店舗フォーマットも複数のタイ

プを確立し、地域に応じた、お客様に必要とされる店舗

づくりを通じて収益力を高めていきます。

経営の中心にデータを据え、 
デジタル技術を活用して各戦略を実行する

DX は前述の3つの戦略をつなぎ、支えるものであり、

変革の原動力となるものです。昨年に引き続き、優先

度を上げて取り組んでいます。

2024年10月には、私の直下組織として DX 推進チー

ムを立ち上げ、同年にグループインした情報システム会

社「エクスチェンジ」の下山氏を当社グループの DX 推

進担当として任命しました。小売業に精通したウエル

シアグループの情報システム部門と、IT に強みを持つ

エクスチェンジの知見を掛け合わせて、これまで遅れて

いたDXのスピードを加速させていきます。DX推進チー

ムは、「ウエルシア2.0」で掲げた各戦略を横断的に支援

することを目的に、顧客、店舗、調剤、本部の４つの領域

における DX を柱に取り組みます。現在は、DX を進

めるうえで基盤となる各種データのデジタル化を進め

ているところです。

今後はデータを活用することで、顧客志向の分析に

基づく商品開発や販促プロモーションの実施、デジタル

技術（DX）を活用したヘルスケアエコシステムの構築、

エリア・店舗の経営状況を集約・可視化することなどを

目指します。経営においても、客観的なデータに基づい

たデータドリブン経営の実践を意識し、より正確で効果

的な意思決定に挑戦します。

足元では、店舗の生産性向上のためのデジタル化施

策がいくつか始まったばかりであり、まだまだ遅れを

取っている状況であると認識しています。しかし、当社

が持つ1兆円を超える販売データは中長期的に有効な

差別化要因になるはずです。将来的にはイオングルー

プの持つビッグデータとも連携し、より高い次元での

データ活用も見据えています。

一人ひとりのありたい姿を 
サポートする Welcia へ

当社グループは、「ウエルシア2.0」の先にある未来とし

て、“一人ひとりのありたい姿をサポートする「Welcia」” 

を目指しています。

お客様から見れば、企業の規模よりも、日々訪れる店

舗が、自分にとって役立つ、なくてはならない存在であ

ることが重要です。食事や美容、健康に関する悩みごと

を相談できる場所として、お客様に寄り添う。そしてお

客様の人生における「未病、予防、治療、介護」の各

フェーズで、価値を提供できる会社でありたいと考えて

います。

商品の陳列一つ取っても、お客様に提供できる価値

は変わってくると思います。例えば、同じ商品を並べる

場合でも、薬剤師や管理栄養士といった専門人材が棚

割りを考えることで、お客様への商品の提案の仕方は

変えられるはずです。さまざまなお客様のありたい姿

をサポートするため、特徴がある店舗づくりに挑戦して

いきます。価格で戦うことは簡単ですが、それは他社も

同じです。さまざまな店舗があるなかで、価格以外の

価値をどう生み出すかーーこれを具体化するための方

針が「ウエルシア2.0」です。

筋肉質で高収益な企業へと再構築し、これまで以上

に強い会社へ変えていくという強い意志を持ち、グルー

プを力強く牽引してまいります。

ＤＸ

プロダクト戦略
顧客志向分析にも基づく商品開発 
一人ひとりに最適化した販促実施（1to1マーケティング） 
データ資産とメディアを活用したリテールメディア事業の拡大

メディカルケア戦略
デジタル技術を活用したヘルスケアエコシステムの構築 
PHR（パーソナルヘルスレコード）に基づいたヘルスケアサービスの提供 
調剤業務のデジタル化による薬剤師の生産性向上

リージョン戦略
エリア・店舗の経営状況を集約・可視化（店舗カルテ） 
経験主義から脱却した新規出店・店舗レイアウト決定 
地理的・時間的メッシュ分析に基づく価格設定

メディカルケア
戦略

プロダクト
戦略

地域 No.1の健康ステーション実現

DX
医療データ

POSデータ
健康データ

リージョン
戦略

新たな戦略方針「ウエルシア2.0」
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らに、お客様の声をより的確に商品開発に反映させるた

め、AI を活用し、ニーズ分析の高度化を図っていく予

定です。一方で、開発担当者の充足は今後の課題です。

現在、社内公募を通じて人材を増やすとともに、商品部

が中心となって開発担当者の育成を開始しています。

また、売場におけるマーチャンダイザーの育成も重要

なテーマです。例えば、一つの商品が店頭に並ぶまでに、

さまざまな部門の担当者が関わっていますが、組織が大

きくなるなかで、縦割りの弊害も見えてきました。今後、

これらを横断的に見渡し、全体最適を図る人材を配置し

ていきます。このポジションには相応の経験と知識が必

要です。イオンが提供する教育プログラムの活用も含

め、育成方針を検討していきます。

戦略❷  メディカルケア戦略
当社の大きな強みの一つは、薬剤師、管理栄養士、登

録販売者といった有資格者が他社と比べて多く在籍し

ている点にあります。メディカルケア戦略ではこの専門

性を活かし、ヘルスケアサービスの提供を通じてお客様

との接点を広げ、より強固にしていきます。

直近で一番象徴的な取り組みとして、イオンタウン幕

張西店内（千葉市美浜区）に「ケアカプセル」という、さ

まざまなヘルスケアのサービスが受けられるゾーンを新

たに設けました。管理栄養士が常駐し、気軽に健康アド

バイスが受けられるほか、コンディショニングマシンを

使ったセルフストレッチが可能なスペースの設置や、最

新のヘルスケア機器の展示も行っています。今後は、併

設する調剤薬局の薬剤師との連携も強化し、より包括的

なサービス展開を図っていきます。

真に「強い店舗」へと進化する

この1年間、ウエルシアホールディングスの経営会議

では、現状への危機感と変化の必要性について議論が

重ねられてきました。グループ最大のドラッグストアブ

ランドを展開するウエルシア薬局の指揮を執る立場とし

て、私自身も危機感を強く実感していました。2024年

度は、特に人件費を中心とした固定費の上昇が収益を

圧迫し、構造的な課題が顕在化した年となりました。ま

た、北関東エリアを中心に競合の出店が加速し、赤字店

舗が増加するという厳しい現実にも直面しました。

こうした状況を踏まえ、当社は規模の追求から利益の

追求へと転換を図り、真に「強い店舗」へと進化していく

必要があります。では、この時代における「強い店舗」と

は何か。それは、地域のお客様から信頼され、支持され

る店舗であると考えています。その実現のためには、各

店舗とそこで働く一人ひとりが、お客様のことを真剣に

考え、それを自店舗の運営に反映させていくことが不可

欠です。各店が「強い店舗」をつくっていくための道筋が

「ウエルシア2.0」であると考えています。

「ウエルシア2.0」3つの戦略

「ウエルシア2.0」では3つの戦略を実行していきます。

戦略❶ プロダクト戦略
プライベートブランド（PB）商品の開発を加速させ、多

様な商品を展開していきます。当社の PB の基本的な考

え方としては、既存市場にあるものを模倣するのではな

く、市場にまだない、新たな価値を持った商品を創出し

ていくというものです。2028年度末までに PB アイテム

数1,000SKU を目指し、2025年度は上期70SKU、下

期50SKU の発売を予定しています。

この目標達成に向けて、PB 商品の開発プロセスを見

直すとともに、社内レギュレーションも一部緩和し、より

スピーディに開発を進められる環境を整備しました。さ

1 プライマリケアの拠点に

病院に行く前に気軽に健康相談ができ、必要
ならば医療につながるサービスを構築

検査 カウンセリング 健保・行政・
保険会社連携×

4 先進的な検査を可能に

最新の検査や健康測定ができ、バイ
タルデータを活用したパーソナルレ
コメンドを推進

検査 健康チェック /
リフレッシュ

IT 系
パートナー×

5 美容との相互送客

バイタルデータを美容部門と連
携しデータの相互利活用ビジ
ネスの促進

2 専門家によるカウンセリング

対面や Web で未病・予防・治療・介護をトー
タルサポート、保健事業展開による顧客の獲得

カウンセリング 健保・行政・
保険会社連携×

カウンセリング IT 系
パートナー×

6 ウエルカフェ連携

地域密着のコミュニティを
築いた既存のタッチポイント
を拡張しブランド強化

コミュニティ
( 地域 / 全国 )

グループ
企業×

7 グループシナジー

イオン G 全体のリソースを
活かした提案でヘルスケア
エコシステム実現

関連商品・
サービス

グループ
企業×

3 物販連携 ( ショールーミング )

高付加価値な商品の対面販売やスタートアップ
の開発商品の展開など新たなユーザニーズ対応

ショールーミング
( お試し )

メーカー／
スタートアップ×

美と健康に特化したサービスのラインロビング
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「ウエルシア2.0」のもと
お客様に支持される

「強い店舗」を目指す
ウエルシアホールディングス株式会社
取締役 兼 執行役員ドラッグ事業担当

田中  純一

ドラッグ事業担当メッセージ



戦略の推進力となる DX

店舗における DX 活用については、「プロダクト戦略」

「メディカルケア戦略」「リージョン戦略」の3つの戦略を

強力に推し進めるためのものであり、スタッフがお客様

対応や売場づくりにかける時間を創出するための、店舗

作業の効率化が大きな目的です。

例えば、現在店舗には複数の業務用端末が存在して

いますが、それらを1台のスマートフォンに集約する取り

組みを進めています。将来的には、従業員がスマホ1台

で業務を完結できる状態を理想としています。そのほ

か、値引きラベルのモバイルプリンターやレジ端末の刷

新、冷蔵庫の温度管理のデジタル化も実施しました。こ

れら一つ一つは小さな変化ですが、積み重ねることでよ

り多くの時間を創出することが可能となります。

薬剤師の業務においても、デジタル化や機械化を積

極的に進めることで業務効率の向上を図り、薬剤師が

患者様と向き合う時間を増やしていきます。これにより、

従来の調剤業務にとどまらず、これまで以上に在宅医療

にかかわる調剤や、健康などに関する相談にも対応でき

るようになり、薬剤師の役割に新たな価値が生まれるこ

とを期待しています。

なお、新たなデジタルツールを導入しても、現場で

しっかり活用できなければただのコストになってしまう

ため、従業員が使いこなせるよう、マニュアルの整備や

教育にも力を入れていきます。

引き続き強化する方針の介護領域については、2025年 

に、介護の相談窓口として、ケアマネージャーが在籍す

る居宅介護支援事業所を、既存の3店舗に併設していま

す。これによって未病、予防、治療、介護の全ての段階を

カバーするサービスの実現を目指します。理想としては、

各エリアにこうした拠点を一つずつ置き、地域に根ざし

たヘルスケアのハブとして機能させていきたいと考えて

います。

さらに、リアル店舗でのサービスとデジタル技術

（DX）を融合させた、ワンストップのヘルスケアエコシス

テムの構築を進めています。その中核となるのが、現在

イオンと共同開発中の「ヘルスケアアプリ」です。イオン

グループ各社や外部パートナーとの連携を通じて、利用

者の健康記録に基づいたパーソナライズドなサービス

提供を展開する構想です。

戦略❸  リージョン戦略
「ウエルシア2.0」の発表と同時に、ウエルシアモデル

の4大方針を一部弾力化することが示されました。これ

は、地域特性やお客様のニーズに応じた「個店戦略」へ

のシフトと捉えています。店舗ごとの利益率を高めるた

めには、画一的な運営ではなく、地域に根ざした柔軟な

対応が不可欠です。

2024年度、特に重視したことは店舗の意識改革です。

店舗のスタッフが自ら課題を見つけ、改善策を考え、実行

に移すという自発的な行動を促すことを目指しました。

そのための組織改革として、従来のエリアマネジャー制

を廃止し、「営業部長・エリア店長制」へと移行しました。

エリア店長は、自店舗での実践に加え、近隣の他店舗を

巡回しながら指導を行う役割を担っています。独自の取

り組みを進めるエリアも現れ、風土改革の成果は少しず

つ見え始めていると思います。地域のお客様を深く理解

するため、店長の着任時期を早めるなどの対応も行って

います。また、こうした個店戦略を支えるために、本部で

は販売データと外部データを組み合わせた店舗分析の

ツールや、店舗カルテの整備を進めています。

出店戦略については、これまで新店出店に傾けてきた

リソース配分を見直し、既存店舗の地域・時代に合った

改装にも振り向けていきます。これまで踏み切れなかっ

た将来にわたり回復の厳しい店舗の閉店やスクラップ・

アンド・ビルドにも着手し、2024年度下期には計画を

前倒しして一定数の閉店を実行しました。

改装を進めるなかで、新たな店舗づくりにも取り組ん

でいます。店舗フォーマットの変革としては、既存の形

態に加え、「都市型」や「食品強化型」フォーマットの確

立を目指します。都市型店舗については、ウエルシア薬

局の首都圏エリア一部で展開していましたが、より強い

フォーマットの確立を目指し、都市型店舗に強みを持つ

グループ会社の「コクミン」のバイヤーを積極的に登用

し、ノウハウの融合を進めています。今後さらに人材交

流を増やし、都市型店舗の運営力を社内に定着させて

いきます。食品強化型店舗は、これまで、各地域におい

てさまざまな取り組みを進めてきました。例えば、九州

で展開している「ウエルシアプラス（イオン九州（株）との

合弁会社）」もその一つです。これらのモデルから得たノ

ウハウを活用し、地域のニーズに合わせたフォーマット

での展開を進めます。生鮮食品や総菜などの仕入れや

物流については、イオンの知見とリソースも活用していき

ます。　

また、このほかにも実験的取り組みとして、「ハックド

ラッグ BIOKA」（横浜市青葉区）を開店しました。この

店舗はヘルス＆ビューティに特化し、コスメの品揃えを

強化する一方で、従来のカウンセリングサービスは簡素

化し、セミセルフ販売を基本としています。既存フォー

マットにとらわれない新しい店舗形態であり、若手店長

を中心に意見を集めた点でも、大きな挑戦でした。今

後はこのモデルをブラッシュアップしながら、さらなる

展開を検討していきます。 

一人ひとりの挑戦が「強い店舗」をつくる

2026年2月期物販における目標のなかで特に重視し

ているのは、客単価をいかに伸ばすかです。特に、医薬

品と化粧品は、単に商品を陳列するだけでなく、接客に

しっかりと時間をかけないと伸長が難しい一方、ウエル

シアの専門人材を活かせるカテゴリです。前述の DX 活

用により、店舗作業を効率化することで、スタッフのより

多くの時間を接客にあてていきます。

あらためて、今後の店舗運営においては「個店戦略」が

重要になります。各店舗が、自らの立地する地域におい

てどのような価値を提供できるのかを主体的に考え、地

域のお客様に信頼され、支持される「強い店舗」を目指す

ことが求められます。その実現には、従業員一人ひとり

の主体性が不可欠です。失敗を恐れず、積極的にチャレ

ンジする姿勢を大切にしながら、現場からの創意工夫を

促進していきます。
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改善を通じて ROE の向上を目指します。

収益の改善については、新たな戦略方針「ウエルシア

2.0」のもと、プロダクト戦略、メディカルケア戦略、リー

ジョン戦略を推進します。2026年2月期においては、出

店基準の厳格な運用によるドミナントエリアへの集中出

店、既存店舗の強化として関東などの収益基盤エリアの

店舗改装を積極的に行う一方で、スクラップアンドビル

ドも実施します。

そして、生産性向上のための DX 投資として、全店舗

へのタブレット端末導入や電子棚札導入の拡大を進め

るとともに、プライベートブランド（PB）の開発推進・拡

販により、PB 売上高構成比を11％まで高め、粗利率の

改善を図ります。さらに、顧客基盤の強化と拡大を目的

として、ID データ活用による1 to 1マーケティング推

進やアプリの刷新・リテールメディア販売の拡大を進

め、顧客接点の活用のなかで、より効率的な販促を実現

していきます。なお、自己資本比率は40％台を維持して

おり、財務の健全性は確保されています。

また、当社は株式会社ツルハホールディングスと、経

営統合の実現を 2025 年 12 月を目途として協議を進

めています。今後両社において、中期経営計画に関わる

方針策定、2027年２月期からの３ヵ年を基本とする数

値目標の設定及び各事業分野における目標設定に関す

る協議を予定しています。

株主・投資家との対話

株主および投資家の皆様との対話については、私が

管掌する IR 部門主導のもと実施しています。対話の内

容は、当社の企業価値向上やビジネスモデル、事業計画

と各四半期および事業年度の決算状況や課題と取り組

み状況、サステナビリティの取り組みなど多岐にわたり

ます。対話後は、取締役会、経営会議へ定例報告を実施

し、対話の内容を経営に反映させています。当社の経営

に対し、外部からの視点やご示唆をいただくことも多く、

今後も積極的に対話を継続したいと考えています。

2025年2月期の振り返り

当期は、M&A による増収があった一方で、中長期を

見据えた施策として、2030年のありたい姿「地域 No.1

の健康ステーション」実現に向けて、たばこ販売の終了

を本格的に実施しました。またイオングループでのシナ

ジー効果最大化を進めるため、ポイントサービスの変更

を行い、さらに人材への積極的な投資として賃上げを実

施しました。これらは短期的には業績へのマイナス影

響となり、結果として増収減益という厳しい決算となり

ました。この状況を踏まえ、新たな戦略方針「ウエルシ

ア2.0」を策定し、「規模から利益への転換」を目指し、次

年度での業績改善に向けた施策に着手しました。

資本コストや株価を意識した 
経営の実現に向けた対応

当社は資本効率の改善を目指し、2026年2月期まで

の中期経営計画において、ROE 目標を15％としていま

す。直近３ヵ年の平均 ROE は12.7％だったものの、当

期においては、前述の通り厳しい業績となり、ROE は

6.2％にとどまりました。こうした状況から利益水準の
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財務経理担当メッセージ

資本効率の改善を軸に、
持続的な
企業価値向上を実現する

ウエルシアホールディングス株式会社
取締役 兼 執行役員財務経理担当

柴﨑 孝宗



制度を導入しました。従業員が自ら企画を立案し、役員

と直接対話するプロセスは、個の成長だけでなく、人材

の発見にもつながっています。応募案は事業化に至ら

なかった場合でも、他プロジェクトへの参画など、次の

機会につなげています。

もう一つ課題に感じているのは、変化に対するスピー

ド感です。以前と比べ、組織の拡大に伴い、影響の範囲

を気にしすぎて、決断が遅くなる傾向が強まっています。

リスク管理は重要ですが、挑戦を阻む要因になっている

可能性があります。特に、本社の企画部門やクリエイティ

ブ部門の機能強化は急務であり、ジョブチャレンジ制度

を通じた若手人材の登用も進めています。若手の成長

を支える体制も整備し、組織全体の活性化を図っていき

ます。

働きやすさと働きがいを改善し、 
従業員のモチベーションを高める

働きやすさの観点では、生産性向上に向けた業務支

援ツールの導入を継続的に行い、業務負担の軽減や長

時間労働の是正に取り組んでいます。一方で、安心・安

全に働ける環境づくりは、今後の重要なテーマです。カ

スタマーハラスメントへの対応などについては、さらに

対策が必要であると認識しています。また、様々な研修

プログラムを通じて、女性社員の登用を積極的に進めて

います。

働きがいの向上に向けては、「ウエルシアフェスティ

バル」など社内イベントを開催しています。接客コンテ

ストやビューティコンテスト、薬剤師の学術的発表など

を通じて、従業員のスキルや取り組みを称える場です。

報酬だけでなく、やりがいや誇りを感じられることが、

働きがいの向上につながると実感しています。

個を尊重しながら組織としての 
一体感を築く

私が人事を学び始めたころ、「人事の要諦は個人別管

理」など言葉を教わりました。お客様が多様化している

ように、従業員もそれぞれ異なる価値観や希望を持って

います。それをどう叶えながら、組織としての一体感を

保つか。これは非常に難しい課題ですが、経営理念に

立ち返ることが一つの解になると考えています。従業員

一人ひとりは独立した存在でありながら、共通の目標や

価値観を持つことで、組織としての力が最大化されるの

だと考えています。今後も、個の尊重と組織の一体感の

両立を目指し、人事施策を進化させていきます。

人の力が、企業の未来を形づくる

「企業は人なり」とは昔からの言葉ですが、AI や DX

の進展著しい現在においても、企業活動の根幹は「人」

であるという点は変わりません。特に小売・流通業の

現場では人の関与が不可欠であり、調剤業務のデジタ

ル化や販売支援の自動化が進んだとしても、完全に人が

居なくなることはありません。だからこそ、採用・育成・

評価・登用・退職に至るまで、人をどう育て、どう活躍し

てもらうかが、企業の未来を左右すると考えています。

「ウエルシア2.0」への戦略転換に伴い、人材戦略につい

ても見直しとアップデートを開始しています。

専門人材のさらなる強化を目指す

今後は、居宅介護支援事業をはじめとする、新規ビジ

ネスの展開に向けた専門人材の確保が重要です。薬剤

師においては、グループとしてのブランド力が高まり、採

用環境は良好ですが、管理栄養士やビューティアドバイ

ザーの採用は難航しています。その要因の一つとして当

社での具体的な活躍がまだ十分に示せていないことが

挙げられます。「ケアカプセル」や特定保健指導などの

新たな取り組みを通じて、これらの職種に対して、より

具体的なキャリアビジョンや活躍の場を提示し、人材の

獲得につなげていきます。

変化を恐れず挑戦する 
人材・組織の育成に向けて

当社の人材にはパターン化された業務の効率的な遂

行には充分対応していますが、今後さらに複雑化・多様

化するニーズに対応するため、今後は自ら考え、行動で

きる人材の育成が不可欠です。これまでも変化を恐れ

ず挑戦する人材を求めてきましたが、実際には十分な挑

戦機会を提供できていなかったのではないかという反

省があります。この考え方の転換を昨年から進めており、

今年はさらに強化していきます。

挑戦を促すには、失敗を許容する風土が必要です。

結果だけを見るのではなく、挑戦したうえでの失敗であ

れば、それが次の個人や組織の成長につながると捉え、

積極的な行動を評価します。評価・登用の制度を整備

しながら、こうした風土を組織全体に浸透させていきた

いと考えています。

取り組みの一環として、2年前から、社内ベンチャー
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「ウエルシア2.0」推進に向け
人材戦略をアップデートする

ウエルシアホールディングス株式会社
取締役 兼 執行役員人事・管理部門担当

髙橋 康司

人事・管理部門担当メッセージ

社内ベンチャー制度「 We VCP（ウエルシア・ベンチャー・チャレンジ・プログラム）」

ウエルシアケアトランスポート

新規事業分野での成長機会を取り込むとともに、起業家精神に富んだ

人材を育成し組織を活性化することを目的に、2023年から実施していま

す。ウエルシアグループ全社から、初年度は102件、2年目は76件の事業

アイデアが寄せられました。一次選考を通過した応募者はファイナリスト

として、集合研修やメンタリングを受けた後、ウエルシアホールディング

スの取締役が審査員を務める事業化審査会に臨みます。本制度からの事

業化採択第一号として介護タクシーの専門会社ウエルシアケアトランス

ポート株式会社が設立され、2025年３月にサービスを開始しました。



価値観に基づき、本業で取り組むべき方向性

重きを置く価値観

ガバナンス基本方針

企業理念

2030年のありたい姿

サステナビリティ基本方針
商品・サービス方針

環境方針人権方針
商品・サービス方針 人権方針 環境方針

ウエルシアは、法令や社会規範に則り、
人権尊重、環境配慮およびグループとしての事業を通じ、
企業理念の実現と持続可能な社会の実現の両立を

目指してまいります。

2つの委員会を通じた重層的な監視体制

マテリアリティマトリックス

環
境
や
社
会
に
と
っ
て
の
重
要
性

高

自社にとっての影響度 高

●従業員意識の
積極的な把握
によるエンゲー
ジメントの向上

●ワークライフバランスの支援
■新PBの開発による新たな価値の創造
■積極的な出店

■新たな事業機会の発掘と新業態開発
◉多様な視点での取締役会の運営

■グローバル戦略の策定

●　人権方針　　■　商品・サービス方針　　◆　環境方針　　◉　ガバナンス方針

●LGBTQ+の
理解促進支援

■雇用創出、文化振興、
産品販促につながる持
続可能なネットワーク
づくり
●障がい者雇用の促進

■DX推進による新たな価値の創造
■人口動態・社会変化のニーズへの
対応

●スキルアップ・キャリア教育による人的資本の充実
■差別化戦略としてのビジネスモデルの進化による地域
インフラ機能の向上
◆地域やサプライチェーンと協働したエシカル消費
◉グループ全体の事業継続マネジメントの実践

■サプライチェーンにおける人権の
尊重

■お客様、患者様の声の活用（クレー
ム・インシデント対応ほか）
◆省エネ・再エネの推進
◆返品および商品ロスの削減
◆プラスチック使用量の削減

●従業員の健康増進
■新たなコミュニケーション戦略の
構築

●女性・中途採用の管理
職登用の促進

■規制緩和による代替
サービスの推進

取締役会

報告 報告

モニタリング結果進捗管理

サステナビリティ委員会

グループ各社の各業務所管部署

グループリスク管理委員会
取り組みに対する阻害要因としてのリスク

各マテリアリティに基づく取り組み（KPI、KGI）
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ウエルシアグループのサステナビリティへの取り組みは全て本業とつながっています。マテリアリティを意識
した事業活動を実施し、当社の持続的な成長と、社会課題解決や SDGs への貢献を実現していきます。

サステナビリティ経営 

サステナビリティの推進

ガバナンス

戦略

当社グループは、企業理念の実現と持続可能な社会

の実現を両立させることを掲げた「サステナビリティ基

本方針」を2021年に策定しました。当社グループが持

続可能な社会の実現のために重きを置く人権と環境に

ついての価値観をまとめた「人権方針」および「環境方

針」、この価値観に基づいて本業で取り組むべき方向性

をまとめた「商品・サービス方針」の3つの方針によって

「サステナビリティ基本方針」を構成しています。

当社グループはサステナビリティ基本方針に基づい

て、マテリアリティを特定しています。このマテリアリ

ティについての各種取り組みを監督し、効率的かつス

ピーディに推進するための専門組織として、代表取締

役社長を委員長とする「サステナビリティ委員会」を設

置しています。サステナビリティ委員会は、マテリアリ

ティごとの業務目標として定められた KPI や KGI と共

に、 グループ内各部署におけるサステナビリティ活動の

取り組み状況をモニタリングし、分析・評価したうえで、

年2回その進捗を取締役会に報告し、意見を仰ぎます。

マテリアリティごとに当社執行役員をはじめとした責

任者を任命し、委員会の下部組織である「サステナビリ

ティ推進会議」のメンバーとしています。この推進会議

でマテリアリティごとの取り組みについて定期的に進捗

を確認。このサイクルを回すことで、それぞれのメンバー

が所管する通常業務の一環として、効果的にマテリアリ

ティの取り組みを進めています。

なお、気候変動問題への対応についても環境関連の

マテリアリティへの取り組みの一つとして、サステナビ

リティ委員会にて状況をモニタリングし、分析・評価し

ています。

株主・機関投資家などの皆様とのコミュニケーション

を通じて、ステークホルダーの皆様がESG やサステナ

ビリティの観点から当社に求めていることを洗い出し、

そのなかでも「人権」「環境」の2つを重視すべき価値と

判断。当社グループが重きを置く価値観と本業を通じて

取り組むべき方向性を結び付け、マテリアリティとして

リストアップしています。「ウエルシア2.0」に基づく取り

組みは、全てマテリアリティのいずれかに結びついてい

ます。
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※経済産業省 資源エネルギー庁へ提出

リスク管理

指標と目標

環境への取り組み

店舗で排出するCO2の削減

サステナビリティ経営 

CO2排出量（ウエルシア薬局）
2020/4 ～ 2021/3 2021/4 ～ 2022/3 2022/4 ～ 2023/3 2023/4 ～ 2024/3 2024/4 ～ 2025/3

CO2排出量（t-CO2） 228,090 224,385 231,637 242,369 249,376

期末店舗数（店舗） 1,899 2,023 2,145 2,199 2,260

当社グループのリスク管理方法は、各業務所管部署の

業務目標に対し、その達成の阻害要因となっている固有

リスクを想定し、発生頻度・業績への影響度に基づいて、

現在どの程度効果的に制御できるかを踏まえて、最終

的な残存リスクを評価しています。このようにグループ

全体の業務目標に関わるリスクアセスメントを期初に行

い、業務目標に対する阻害要因としてのリスクの統制状

況を各グループ会社でモニタリングしています。月次で

グループ各社からその報告を受け、グループリスク管理

委員会で集約したうえで取締役会に報告しています。

サステナビリティに対する取り組みを、リスク管理の

観点からモニタリングすることにより、目標達成の蓋然

性を高めています。

TCFD提言に基づく情報開示

当社はイオングループの一員として、「イオン脱炭素ビ

ジョン2050」に基づき、省エネ・創エネの両面から店舗で

排出する温室効果ガス（CO2など）を総量でゼロにする取り

組みを、グループを挙げて進めています。

 マテリアリティの指標と目標については、P39 ～ 40をご覧ください。

イオン脱炭素ビジョン2050（2021年改訂）
中間目標 達成目標

2030年までに、店舗使用
電力の50％を再生可能
エネルギーに切り替え

2040年までに店舗で排
出するCO2 などを総量で
ゼロにする

CO2の排出量の削減を目指し、店舗や駐車場で使用

している照明のLED化、業務利用車両のEV化や充電設

備の設置、空調や冷蔵の清掃の徹底や設備入替、太陽光

自家発電活用などに取り組み、省エネ・再エネを推進し

ています。特に、2024年2月期より地域ごとの再エネの

導入を積極的に実施しており、総電力使用量に対する非

化石エネルギー使用量の割合は、60.0%（2024年4月～

2025年3月）となっています。

2.0

1.0

0

（%）

2021年
2月期

2022年
2月期

2023年
2月期

2024年
2月期

1.71 1.74
1.55

1.40

2025年
2月期

食品廃棄ロス率 返品率

食品廃棄ロス率と返品率の推移（ウエルシア薬局）

0.66 0.73
0.58 0.62

0.54

1.381.5

0.5

プラスチック使用量の削減

ペットボトル回収量

112,190kg
509万本

≒
CO2排出抑制量

81,534kg
5,789本分の杉の木が
1年間で吸収する
CO2の量に相当

ペットボトル水平リサイクルによる CO2 排出抑制効果（2021年９月１日～ 2025年２月28日まで）

使用済みペットボトルを再資源化し、新たなペットボ

トルにする「ボトルtoボトル」の動きが飲料業界を中心

に進められています。多くのペットボトル飲料を販売す

る当社グループも、この取り組みに貢献するため、ペッ

トボトルの回収店舗数を増やしています。2025年2月

末までに累計509万本以上のペットボトルを回収し、

81,534㎏のCO2排出量を抑制しました。これは杉の木

5,789本分が1年間で吸収するCO2の量に相当します。

また、店舗において無償で提供しているフォークやス

プーンなどのカトラリー類は、プラスチック製から紙製

への切り替えを進めており、新規調達分は全て紙製への

切り替えを完了しています。

適正な発注量と在庫量の維持、お取引先様との協働

によるサプライチェーンの効率化に取り組んでいます。

自動発注システムを活用し、廃棄ロス率や返品率の削減

に努めています。さらに、対象カテゴリーを日配品などの

食品まで広げ、AIによる需要予測を取り入れる実験を行

い、在庫管理の向上と物流の安定化を図っています。

返品および商品ロスの削減



株主総会

取締役会

指名委員会

選任・解任選任・解任 選任・
解任

監査

報告

指示

報告

報告

答申

諮問

報告

報告

報告

報告

報告

報告

指示

選定・解職・
監督

監査

（連携）

報酬委員会

監査役会

会計監査人

各業務執行部門

内部監査室
薬事監査室

内部監査

コンプライアンス委員会

グループリスク管理委員会

グループIT委員会

報告 サステナビリティ委員会

代表取締役

男性 女性 議長・委員長

社内

社外

社外

社内

社外

社内

社外

主な会議体 機能 議長・委員長 2025年2月期開催回数

取締役会 法令、定款および社内規程に定める取締役会決議事項の決定および経営陣の職務執行状況の
監督など 代表取締役 桐澤 英明 17回

監査役会 監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査方針、 監査計画に従い、取締役の職務執行
全般にわたって監査を実施 常勤監査役 宮本 俊男 17回

指名委員会
取締役選任基準に基づき株主総会に提出する取締役の選任議案、代表取締役の選解任に関
する議案、代表取締役の後継者育成計画の策定、経営陣幹部に関する後継者計画の作成・整
備などを検討し、取締役会に答申

社外取締役 中井 智子 7回

報酬委員会 取締役および執行役員が受ける報酬などの方針の策定、取締役および執行役員が受ける個人
別の報酬などを検討し、取締役会に答申 社外取締役 野沢 勝則 3回

ウエルシアホールディングス株式会社　統合報告書2025 30ウエルシアホールディングス株式会社　統合報告書202529

コーポレートガバナンス

取締役会の実効性評価 指名委員会／報酬委員会

取締役会は、その実効性に関する自己評価アンケートを

毎年1回実施し、その結果に基づき、取締役会の実効性に

ついて分析・評価、また実効性改善のために運用を見直し

ています。また、2022年5月の定時株主総会からは、取締

役会の過半数を独立社外取締役としました。今回実施し

た2025年2月期取締役会の実効性に関する自己評価アン

ケートは、取締役会の実効性に関するさまざまな観点から

の設問に対し、５段階で評価※を実施し、平均値をもって当

該設問の評価としています。アンケートの分析および評価

結果、ならびにそれらを踏まえた取締役会の実効性を高め

るための取り組みとその評価結果は、下図をご覧ください。
※�設問に対し、「そう思わない」「あまりそう思わない」「どちらともいえない」
「ややそう思う」「そう思う」の5段階の選択肢でそれぞれ１から５までの
５段階評価値を設定し、各人が選んだ選択肢の評価値の平均値を算出

当社は、取締役会の諮問機関として、指名委員会およ

び報酬委員会を設置しています。両委員会は、過半数

を独立性のある社外役員で構成され、指名委員会は社

外取締役 中井智子氏が、また報酬委員会は社外取締役 

野沢勝則氏が、それぞれ委員長を務めています。これら

の委員会は、経営の健全性とガバナンスの強化を目的

として、取締役会に対し客観的かつ専門的な助言を行っ

ています。委員会の答申は、取締役会の意思決定にお

ける重要な判断材料となっており、企業価値の持続的

向上に資する体制の構築に寄与しています。

ガバナンス体制の特徴 多様な視点での取締役会の運営

ウエルシアグループは、コンプライアンスを重視した

透明性の高い迅速な意思決定を行い、弾力的に対応で

きる組織体制を構築しています。また、全てのステーク

ホルダーから信頼される企業グループを目指し、コーポ

レートガバナンスの向上に継続的に取り組み、企業価

値の最大化に努めています。企業統治の体制として監

査役会設置会社を採用し、より公正な監査を実施でき

る体制を構築するとともに、「意思決定機能」と「業務遂

行機能」を分離し、意思決定の迅速化と責任の明確化

を図るために執行役員制度を導入しています。なお、社

外取締役および社外監査役の独立性判断基準は、有価

証券報告書に記載しています。

 ガバナンス体制の詳細は Web サイトをご覧ください。

コーポレートガバナンスの概要
機関設計 監査役会設置会社
取締役の合計人数 12名（うち独立社外取締役は7名）
監査役の合計人数 4名（うち独立社外監査役は3名）
女性取締役比率 16.6％
取締役の任期 1年
執行役員制度の採用 有
取締役会の任意諮問機関 指名委員会／報酬委員会
会計監査人 有限責任監査法人トーマツ

取締役会の実効性向上へ

取締役会の運営は前回評価よりも改善し、実効性確保は継続評価

● �社外取締役に対するブ
リーフィングの運用方法
の改善

● �M&Aなどの重要案件
について、段階ごとに深
度ある議論を進めるべ
く、審議プロセスの整備

● �海外事業について、議論
の機会を増やす

● �重要課題（M&A、海外事業など）は事前検討のうえ協議できるよ
うになったと好意的に評価。重要課題以外の資料の事前共有の
必要性がある議案もあり、運用方法に改善余地がある

● �M&Aの業務執行役員の執行状況に対し、段階ごとに深度ある
議論ができていると高く評価。さらなる議論のためには、取締役
会に付議される前の社内会議で交わされた議論の要旨ポイント
を共有して欲しいという意見あり

● �海外事業の業務執行役員の執行状況について、事前説明の機会
が充実していると好意的に評価。決議案件に至る方針やストラ
クチャーに関する議論の場を増やすこと、またさまざまな角度か
ら分析するべきだという意見あり

● �取締役会が監督機能を
果たす観点から、取締役
会に提出される資料の
内容や分量を鑑み、事前
の検討時間の確保に努
めた

● �社外役員の現場視察な
どの機会を継続実施した

● ��会社が直面する課題（業績回復、店舗減損など）についての議論の
機会を確保

● ��将来の事業ポートフォリオの議論の機会を確保
● �中長期的な課題（人材育成、海外事業）について長期的な方針に
関する議論の機会を確保

個別課題 評価

個別課題

2024年２月期の評価結果 2025年２月期の取り組み 2025年２月期の評価結果



報酬の種類
対象

業務執行取締役 社外取締役などの業務執行を行わない取締役 監査役

固定報酬 基本報酬 ● ● ●

変動報酬
業績連動賞与（金銭） ● － －

業績連動型株式報酬 ● － －

※対話を行った主な対応者
　代表取締役兼会長執行役員、代表取締役兼社長執行役員、取締役最高財務責任者、取締役、執行役員、IR 部
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コーポレートガバナンス

サクセッションプラン

政策保有株式

少数株主の保護 

当社では、経営幹部の人材要件を明確化し、候補者

選定や育成計画を実行しています。また、経営トップだ

けでなく、若手や女性の経営者育成や登用に向けた取

組も行っています。これらの取組は指名委員会におい

て継続的に議論が行われており、サクセッションプラン

の実効性と透明性向上に寄与しています。
当社は、政策保有株式について原則として保有しない

ことを方針としています。政策保有株式を保有する場合

は、個別の政策保有株式について、毎年、取締役会で保有

の適否を精査し、検証しています。なお、同業他社の情報

を得るためなどの目的で保有している上場株式に関わる

議決権の行使にあたっては、議案について当社グループお

よび当該発行会社の中長期的な企業価値の向上に資す

るものか否かを総合的に勘案したうえで賛否を判断し、

議決権を行使するものとしています。

イオン株式会社は、当社の議決権の50.59％を保有す

る親会社です。当社はイオングループのPB商品の供

給を受けており、仕入額に占める同社グループとの取引

金額の割合は約２％です。同社との取引は、少数株主に

不利益を与えないよう、一般的な取引条件と同様かを

取締役および監査役の報酬等体系 取締役会と株主の建設的な対話

取締役の報酬金額は、決定プロセスの透明性・客観性

を確保する観点から、「報酬委員会」において報酬制度お

よび報酬水準などの妥当性を審議し、取締役会へ答申し

たうえで、株主総会にて承認いただくプロセスとしていま

す。また、取締役の個人別報酬などは、「報酬委員会」に

おける審議を経て取締役会にて決定しています。報酬制

度は、固定報酬である「基本報酬」と変動報酬である「業

績連動賞与（金銭）」および「業績連動型株式報酬」から構

成されています。2025年２月期の取締役報酬限度額は、

2022年開催の第14期定時株主総会において、取締役の

金銭報酬は業績連動賞与を含む年額400百万円以内（う

ち社外取締役分は年額60百万円以内）と決議されていま

す。また別枠で、2023年5月開催の第15期定時株主総会

において、業績連動型株式報酬額として、３事業年度を対

象とし当社が拠出する金員の上限を500百万円、対象者

に交付およびその売却代金が給付される株式数の上限を

200,000ポイントと決議されています。「業績連動賞与（金

銭）」および「業績連動型株式報酬」は、中長期的な業績向

上と企業価値の増大への貢献意欲を高めることを目的と

し、中期経営計画を KPI として、当社グループ（連結）の売

上高、経常利益率、中期経営計画の最終事業年度におけ

る親会社株主に帰属する当期純利益および ROE の業績

評価と連動し決定しています。監査役の報酬体系および

報酬限度額は、「基本報酬」のみによって構成されており、

2009年開催の第１期定時株主総会において年額42百万

円以内（対象となる監査役は３名）と決議されています。

当社では、資本効率の改善を目指し、2026年2月期

を最終年度とする中期経営計画において、ROE 目標を

15％としています。新たな経営戦略「ウエルシア２.０」に

基づく事業計画およびビジョンの達成に向けて、積極的

な投資や適切な株主還元、ステークホルダーの皆様との

コミュニケーションの充実などにより、企業価値の向上

を図っていきます。株主および投資家などとの建設的な

対話における体制整備・取り組みに関する方針について

は次のとおりです。

（１） �財務経理担当執行役員が IR 活動を所管し株主およ

び投資家などと、社内およびグループ各社と連携し

て対応する。また対話の状況については財務経理

担当執行役員より適時、取締役会、執行役員および

関連部門に報告するものとする。

（２）�株主および投資家などとの対話の一環として定期

的に投資家説明会の開催などを実施する。

（３）�重要な会社情報を適切に管理し、インサイダー取引

の未然防止を図るための内部情報管理および内部

者取引防止規程を定め、周知徹底する。

（４）�株主および投資家などへの公平性を確保するため、各

四半期の決算日から決算発表日までの期間中は、業績

の見通しなどに関するコメントを発信しない。

また、対話トピックス、質疑応答や意見要旨、アナリス

トレポートなどは、経営陣や取締役会への定例報告を

実施しています。対話で出た要望も積極的に取り入れ

ており、決算発表後のトップマネジメントとの対話機会

の充実といった、機関投資家からの要望を踏まえ、中間

決算および本決算後のトップミーティングを計８回実施

しています。

また、英文開示の充実についても、これまで日英同

時開示の対応を行っていた決算説明会資料に加え、決

算短信、適時開示についても日英同時開示を実施。さ

らに決算説明会の質疑応答要旨のホームページへの掲

載、有価証券報告書の英文開示などを実施しています。
基準とし、取引の妥当性について取締役会で判断してい

ます。一方、当社は自らの経営方針に基づいた事業運

営を実行しており、上場会社として親会社などからの独

立性は十分に確保されています。
対話の状況（2025年2月期）※

● �決算説明会　国内・海外機関投資家向け：4回
● �IRトップミーティング　国内機関投資家向け：8回
● �IRミーティング　国内・海外機関投資家向け：187回
● �IR 電話ミーティング（月次）�
国内機関投資家向け：毎月数値公表時

● �IR 機関投資家向け店舗見学会　国内機関投資家向け：1回
● �株主総会：1回

主なテーマ

●�当社の企業価値向上、持続的成長のためのビジネ
スモデルおよびその取り組み

●中期経営計画、年度計画
●�各四半期および事業年度の決算の状況、課題と取り
組み状況

●株式会社ツルハホールディングスとの経営統合
●M&A方針および経営統合後のPMIの進捗
●資本政策
●�サステナビリティ基本方針に基づく取り組みの内容
と進捗
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取締役・監査役一覧� 2025年5月27日時点

再／新 氏名 性別 満
年齢

就任
年数 独立性

現在の当社における地位・担当 上場企業
の役員

兼務状況

2025年
2月期

取締役会
出席率※

2025年
2月期

取締役会
出席回数※

専門性

委員会
地位 企業経営 営業/マーケ

ティング 商品企画 新規事業/
M&A

法律/リスク
マネジメント 財務/会計 国際性 ESG DX/ICT 労務/人事/

人材開発指名 報酬

再任 桐澤 英明 男性 51歳 1年 － － － 代表取締役 0社 100% 13回中/13回出席 ● ● ● ●

再任 田中 純一 男性 51歳 1年 － － － 取締役 0社 100% 13回中/13回出席 ● ● ●

再任 柴﨑 孝宗 男性 53歳 3年 － － 委員 取締役 0社 100% 17回中/17回出席 ● ●

再任 髙橋 康司 男性 48歳 1年 － － － 取締役 0社 100% 13回中/13回出席 ● ●

再任 岡田 元也 男性 73歳 10年 － － － 取締役（非常勤） 3社 94% 17回中/16回出席 ● ● ●

再任 中井 智子 女性 52歳 6年 独立役員 委員長 － 社外取締役 0社 100% 17回中/17回出席 ● ● ●

再任 石塚 邦雄 男性 75歳 4年 独立役員 委員 － 社外取締役 1社 76% 17回中/13回出席 ● ● ●

再任 永田 正 男性 73歳 3年 独立役員 委員 － 社外取締役 1社 100% 17回中/17回出席 ● ●

再任 野沢 勝則 男性 66歳 3年 独立役員 － 委員長 社外取締役 1社 100% 17回中/17回出席 ● ● ● ●

再任 堀江 重郎 男性 64歳 3年 独立役員 委員 － 社外取締役 0社 88% 17回中/15回出席 ● ●

再任 石坂 典子 女性 53歳 2年 独立役員 委員 － 社外取締役 0社 94% 17回中/16回出席 ● ●

再任 中山 泰男 男性 72歳 1年 独立役員 委員 － 社外取締役 1社 92% 13回中/12回出席 ● ● ●

－ 宮本 俊男 男性 75歳 10年 － － － 常勤監査役 0社
100%

(100%)
17回中/17回出席

(17回中/17回出席)
● ●

－ 杉山 敦子 女性 50歳 8年 独立役員 － 委員 社外監査役 2社
100%

(100%)
17回中/17回出席

(17回中/17回出席)
● ●

－ 藤井 隆 男性 70歳 3年 独立役員 － 委員 社外監査役 0社
94%

(94%)
17回中/16回出席

(17回中/16回出席)
● ● ●

－ 田中 秀一 男性 62歳 1年 独立役員 － 委員 社外監査役 1社
76%

(76%)
13回中/10回出席

(13回中/10回出席)
● ●

※全回数が異なるのは、就任時期および退任時期の違いによるものです。

※（ ）内は監査役会の状況

執行役員一覧� 2025年5月27日時点

氏名 地位 担当または主な職務
専門性

企業経営 営業/マーケ
ティング 商品企画 新規事業/

M&A
法律/リスク
マネジメント 財務/会計 国際性 ESG DX/ICT 労務/人事/

人材開発

江黒 太郎 執行役員 海外事業担当 ● ● ●

下山 聡 執行役員 デジタル推進担当 ● ●

コーポレートガバナンス

リスク管理およびコンプライアンス体制

当社グループでは、さまざまなリスクを的確に把握・評価

するとともにリスク軽減および移転、その他の措置を講じ

ています。リスク事案が発生した場合には、組織的かつ迅

速な対応を図っています。リスク管理体制としては、リスク

管理の基本方針・体制に関するリスク管理規程を定め、こ

れに沿って整備・構築しています。また、社内にグループリ

スク管理委員会を設置し、隔月で委員会を開催しています。

グループリスク管理委員会では、グループの全体的なリスク

管理の推進、情報共有やリスク評価を実践しています。コン

プライアンスリスクに関しては、コンプライアンス委員会を

設置し、グループの全体的な内部統制、法令遵守体制の維

持および向上に努めています。また、当社グループ内で横

断的なコンプライアンス体制を構築し、医薬品や食品、酒類

など、業務上関係する法令諸規則の改正などに対しても計

画的かつ効率的な準備・対応を図っています。

当社グループは、自然災害など緊急事態に遭遇した場合、

事業資産の損害を最小限にとどめ、中核事業の継続あるい

は早期復旧を可能にすべく、平常時に行うべき活動や、緊急

時における対応方法・手段などを規程にまとめています。ま

た、イオングループの一員として、定期的にイオングループ横

断の訓練を行い、有事に備えています。当社グループは社会

インフラであることを自覚し、有事の際にその機能を発揮で

きるよう、「グループ全体の事業継続マネジメントの実践」を

マテリアリティの一つとしています。喫緊の課題として、新た

に当社グループに加わった会社でもすぐにBCMが実践でき

るよう、体制整備に努めることが重要であると考えています。

事業継続マネジメント 
（Business Continuity Management）

リスク管理およびコンプライアンス体制
／事業継続マネジメント
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常勤監査役
宮本  俊男

社外監査役
杉山  敦子

代表取締役
桐澤  英明

取締役
田中  純一

取締役（非常勤）
岡田  元也

取締役
柴﨑  孝宗

取締役
髙橋  康司

社外取締役
中井  智子

社外監査役
藤井  隆

社外取締役
石塚  邦雄

社外監査役
田中  秀一

社外取締役
石坂  典子

社外取締役
堀江  重郎

社外取締役
永田  正

社外取締役
野沢  勝則

社外取締役
中山  泰男

コーポレートガバナンス

社外取締役
中井 智子
弁護士としての法曹界での専門知識および見識に加え、ダイバーシティ＆インクルージョン等の観点など当社の企業価値向上のための有用な視点を有し
ています。2019年５月より当社取締役に在任しており、引き続き法律の専門家として、独立的な立場で取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化
が期待されると判断しています。
なお、同氏は、社外取締役または社外監査役以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行
できると判断しています。また、一般株主との利益相反が生じるおそれがない社外取締役であることから、独立役員として指定しています。

石塚 邦雄
株式会社三越伊勢丹ホールディングス設立時の経営トップとして、各社の企業文化を融合し統合後の同社を軌道に乗せた経験に加え、小売サービス業の
経営者として培った企業経営に関する豊富な経験と知識を有しています。長年にわたる企業統治や小売サービス業トップとしての経験や知識を活かし、
独立した立場から業務執行の監督を行うことにより、取締役会の機能強化が期待されると判断しています。また、一般株主との利益相反が生じるおそれ
がない社外取締役であることから、独立役員として指定しています。

永田 正
京王電鉄株式会社の代表取締役を務め、経営者としての豊富な業務経験と、会社経営全般に関する見識を有しています。長年にわたる企業統治や経営トッ
プとしての経験や知識を活かし、独立した立場から業務執行の監督を行うことにより、取締役会の機能強化が期待されると判断しています。また、一般株
主との利益相反が生じるおそれがない社外取締役であることから、独立役員として指定しています。

野沢 勝則
金融機関での経験および経営者として培った経験と幅広い見識に加え、海外事業における業務知識やマネジメント経験も豊富です。長年にわたる経験や
知識を活かし、独立した立場から業務執行の監督を行うことにより、取締役会の機能強化が期待されると判断しています。また、一般株主との利益相反が
生じるおそれがない社外取締役であることから、独立役員として指定しています。

堀江 重郎
医師、医学博士としてだけでなく、長年の大学教授として培った経験と幅広い知識、組織運営の経験を有しています。当社が推進する健康経営や、事業領域
とする調剤・ヘルスケアの分野において、専門的な視点かつ独立した立場から業務執行の監督を行うことにより、取締役会の機能強化が期待されると判断し
ています。なお、同氏は、社外取締役または社外監査役以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務
を適切に遂行できると判断しています。また、一般株主との利益相反が生じるおそれがない社外取締役であることから、独立役員として指定しています。

石坂 典子
石坂産業株式会社の経営トップとして企業経営に関する幅広い知識、特に ESG 経営の分野においては豊富な見識を有しています。同氏が断行してきた
企業改革、企業トップとしての経験や知識を活かし、独立した立場から業務執行の監督を行うことにより、取締役会の機能強化が期待されると判断してい
ます。また、一般株主との利益相反が生じるおそれがない社外取締役であることから、独立役員として指定しています。

中山 泰男
セコム株式会社の経営トップとして、セキュリティ、防火、メディカル、サイバーなどのさまざまな分野における安全安心サービスに関する豊富な業務経
験と、会社経営全般に関する見識を有しています。長年にわたる企業統治や警備業界トップとしての経験や知識を活かし、独立した立場から業務執行の
監督を行うことにより、取締役会の機能強化が期待されると判断しています。また、一般株主との利益相反が生じるおそれがない社外取締役であること
から、独立役員として指定しています。

社外監査役
杉山 敦子
公認会計士および税理士としての専門知識、業務経験を有しており、当社の監査体制の強化に適切であると判断しています。 また、一般株主との利益相
反が生じるおそれがない社外監査役であることから、独立役員として指定しています。

藤井 隆
長年にわたる金融機関での多様な経験および専門知識に加え、日清オイリオグループ株式会社において財務、経理部門での業務をはじめとして、経営企画
の立案や M&A など、幅広く経営に携わり、経営全般に関する豊富な経験と知識を有しています。幅広い知識を活かし独立した立場から業務執行の監督
を行うことにより、取締役会の機能強化が期待されると判断しています。 また、一般株主との利益相反が生じるおそれがない社外監査役であることから、
独立役員として指定しています。

田中 秀一
弁護士として法曹界における経験を有しています。専門知識および見識に基づき、独立した立場から業務執行の監督を行うことにより、取締役会の機能
強化が期待されると判断しています。また、一般株主との利益相反が生じるおそれがない社外監査役であることから、独立役員として指定しています。

取締役

監査役

独立役員の選任理由 役員一覧
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「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を、2023年2月期連結会計期間の期首から適用しています。

（注）薬剤師・登録販売者の人数は、化粧品専門店（MASAYA、COLOR 
STUDIO、NARCIS）分を除いています
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（注）2020年9月1日付で普通株式1株につき2株とする株式分割を実施。
 過年度を遡及して計算

（注）2020年9月1日付で普通株式１株につき2株とする株式分割を実施。
上記は過年度を遡及して記載
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上記は過年度を遡及して記載
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方針 マテリアリティ 目指す姿 KPI 2025年2月期末の実績 2026年2月期末の目標
 

人権方針
女性・中途採用の管理職登用の促進

従業員が生き生きと働くことにより、
生産性や創造性を向上させ、組織の
活性化につなげる

女性店長比率 15.6％ 30％以上
中途採用比率 28.0％ 44％
女性部長比率 11.9％ 30％以上

スキルアップ・キャリア教育による 
人的資本の充実

競争力の強化と組織の持続的な成長
人材と企業のシナジー効果の最大化 一人あたり教育時間数/年間

14.6時間（正社員、パート、アルバイト含む）
　正社員　26.6時間（前年比 81.4％）
　パート、アルバイト　9.9時間（前年比 104.2％）

16.0時間
（前年比 110％）

 

商品・
サービス方針 DX推進（業務プロセスの効率化）

業務の自動化・効率化を図り、従業
員がより付加価値の高い業務に注力
できるようになることにより、業務プ
ロセスを高度化させる

電子棚札の拡大
セミセルフレジの導入

電子棚札設置店舗数　2店舗
セミセルフレジ設置店舗数　32店舗

電子棚札設置店舗数　累計100店舗
セミセルフレジ設置店舗数　累計100店舗

AI需要予測型自動発注の導入 － カテゴリーを絞り本格導入目標累計500店舗、AI需要予測型自動
発注運用開始

DX推進（新たなコミュニケーション 
戦略の構築）

デジタル技術を活用した顧客接点強
化により、オンラインとオフラインを
融合した満足度の高い顧客体験を実
現する

ウ エ ル シ ア メ ン バ ー WAON 
POINT会員の獲得（ウエルシア
メンバーとなり、WAON POINT
と連携）

1,080万人 1,300万人

新PBの開発による新たな価値の創造

商品開発を通じて新たな市場を創出
し、より魅力的なラインナップを展開
することにより、企業競争力を向上さ
せるとともにブランドロイヤルティの
強化につなげる

からだWelcia・ 
くらしWelcia物販売上高構成比 1.9% 2.4％

産官学連携や医食同源 
コンセプトによる商品開発数 27品目 40品目

規制緩和による代替サービスの推進 新規顧客層の獲得と市場の拡大につ
なげる

セルフチェック実施店舗 
および実施内容の拡大 － 糖尿病性腎症重症化予防支援者数　60名

特定保健指導実施店舗の拡大 17店舗（特定保健指導実施人数　52名） 100店舗（特定保健指導実施人数　1,000名）

新たな事業機会の発掘と新業態開発 お客様の購買行動やライフスタイル
の変化を踏まえた体験価値を中心に
捉え直し、商品やサービスの専門性
と利便性を高め続けることにより、
環境負荷の低減や社会的課題の解
決などの循環型ビジネスを確立する

事業化検討事業の数

事業化検討事業累計　5件
介護タクシー事業は行政の認可を取得し、2025年3月に開業。 
また、糖尿病性腎症重症化予防事業は来期中に事業化見込み。
ペット専門店（Zoomore）新規出店　2店舗

事業化検討事業数　15件

差別化戦略としてのビジネスモデルの
進化による地域インフラ機能の向上

調剤併設率 88.6%（ウエルシア薬局） 90%（ウエルシア薬局）
新しいモデル店舗の出店 － ドラッグ&フードモデル店舗　20店舗

雇用創出、文化振興、産品販促につなが
る持続可能なネットワークづくり ウエルカフェの店舗数 482 店舗 600店舗

人口動態・社会変化のニーズへの対応

人口動態や社会価値観の変化を背
景に、地域コミュニティとの共存共栄
のモデルを開発し、地域社会に貢献
する

移動販売車両数
累計34台

（内訳：西日本1台・東海７台・中日本3台・首都圏21台・
東日本2台）

累計50台

 

環境方針
再エネ・省エネの推進 再生可能エネルギーの活用を拡大し、

温室効果ガス（CO2）の排出を削減す
ることで、企業の環境負荷を最小限に
抑える

店舗の総使用電力における 
再生エネルギー比率 60.0％ 60.0％

1店舗あたりの使用電力量削減率 2.1％削減 1事業所あたり3％削減

返品および商品ロスの削減
返品率 1.38％ 1.0％以下
廃棄率 0.54% 0.50%以下

プラスチック使用量の削減

サプライチェーン全体で連携しなが
ら、需給バランスの最適化と適正な
在庫管理を行うことにより、企業の
経済的な利益だけではなく、環境お
よび社会的な価値の向上を図る

ペットボトル回収拠点数  
目標郊外型店舗全店
ペットボトル回収量 最終目標
500トン
*�年間PETボトル市場600,000トンのう
ち7,000トンを販売。ペットボトル回収
量目標は１割程度を目標としたい

PET回収拠点数718店舗
PET回収量 49.5トン（CO2排出抑制36トン）

PET回収拠点数 800店舗
PET回収量 75トン
アルミ缶回収店舗50店舗
アルミ回収量 2トン

 

ウエルシアグループは、本業の取り組みのなかでマテリアリティとして掲げた課題を解決するという 
基本方針に沿って、執行役員を中心とした各マテリアリティの推進責任者による業務執行を、 
取締役会が監督するというガバナンスによってそれぞれの進捗を管理しています。

マテリアリティ一覧
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11年間サマリー

※1 2015年2月期は、決算期変更により6ヵ月決算
※2 2017年3月1日付で普通株式1株につき2株とする株式分割を、2020年9月1日付で普通株式1株につき2株とする株式分割を実施。過年度を遡及して計算
※3 臨時従業員数は8時間換算
※4 薬剤師・登録販売者の人数は、化粧品専門店（MASAYA、COLOR STUDIO、NARCIS）分を除いています

経営成績（単位：百万円）

売上高

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益

1株当たり当期純利益金額(円)※2

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額（円）※2

自己資本当期利益率（ROE）

財政状態（各事業年度末）（単位：百万円）

純資産額

総資産額

1株当たり純資産額（円）※2

自己資本比率

総資産経常利益率（ROA）

キャッシュ・フロー（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物期末残高

株式情報

株主数（名）

発行済株式総数（株）

店舗・従業員

期末店舗数（店舗）

期末売場面積（㎡）

期中平均売場面積（㎡）

従業員数(名)※3

薬剤師人数(名)※4

登録販売者人数(名)※4

2025/22024/2

 1,217,339

370,107

326,875

43,231

47,756

26,451

127.83

127.75

11.4%

 244,367

551,860

1,149.88

43.0%

8.8%

 46,529

△22,028

△26,812

30,065

113,623

209,656,076

2,825

1,956,301

1,938,387

41,699

8,184

19,237

 1,285,005

390,356

353,947

36,409

40,837

14,958

72.23

72.18

6.2%

 

254,486

579,985

1,197.11

42.8%

7.2%

 

47,845

△22,736

△20,774

34,404

 

151,250

209,713,800

 

3,013

2,082,863

2,068,470

44,076

8,550

20,735

 1,144,278

349,254

303,619

45,635

52,149

27,030

129.38

129.29

12.7%

 232,384

537,362

1,078.97

42.0%

10.4%

 60,296

△36,068

△14,849

32,307

74,960

209,652,876

2,763

1,908,391

1,883,339

40,342

7,706

18,586

2015/2※1

 191,991

57,393

51,394

5,999

6,611

3,596

20.43

20.42

5.1%

 74,225

165,828

419.46

44.5%

4.0%

 3,944

△14,788

△6,025

9,036

5,602

44,047,906

992

ー

ー

13,532

2,095

5,133

 528,402

149,910

131,150

18,759

20,377

9,527

48.87

48.82

10.7%

 103,779

227,005

498.31

45.6%

10.4%

 15,031

△4,853

△10,018

13,245

11,147

52,408,679

1,472

ー

ー

19,267

3,266

7,928

2016/2 2017/2

 623,163

183,815

159,736

24,078

25,723

14,451

69.46

69.39

13.2%

 116,233

247,026

556.88

46.9%

10.9%

 33,303

△18,034

△12,897

15,613

14,399

52,408,679

1,535

ー

ー

20,963

3,754

8,776

 695,268

209,948

181,121

28,826

30,923

17,166

82.49

82.39

14.0%

 130,482

292,238

622.06

44.3%

11.5%

 35,902

△36,726

△1,249

13,585

21,656

104,817,358

1,693

1,200,669

1,161,883

24,252

4,159

10,504

 779,148

236,659

207,614

29,045

31,500

17,423

83.63

83.54

12.8%

 143,948

327,426

685.88

43.7%

10.2%

 34,872

△23,955

△7,348

17,152

29,417

104,816,838

1,878

1,306,932

1,257,992

27,937

4,625

11,949

 868,280

267,454

229,652

37,801

40,348

22,802

109.24

109.13

15.0%

 162,418

390,006

773.95

41.5%

11.2%

 70,156

△27,459

△22,241

37,599

22,937

104,816,838

2,012

1,396,726

1,365,023

30,552

5,398

13,152

2018/2 2019/2 2020/2 2021/2 2022/2 2023/2

 949,652

296,044

253,070

42,974

45,800

27,999

134.23

134.10

16.4%

 180,351

435,685

862.82

41.2%

11.1%

 46,396

△16,147

△16,970

50,937

46,982

209,633,676

2,217

1,541,681

1,501,261

34,740

6,323

14,037

 1,025,947

320,944

277,925

43,018

47,590

26,453

126.99

126.88

13.9％

 207,886

463,048

966.66

43.5%

10.6%

 16,228

△37,088

△7,282

22,837

57,122

209,633,676

2,468

1,781,753

1,742,134

37,774

6,799

16,667



合計
209,713,800株

金融機関　10.12%
（21,214,083株）

金融商品取引業者　1.93％
（4,043,565株）

その他の法人　54.97％
（115,281,266株）

外国法人等　9.38％
（19,669,461株）

個人・その他　23.60％
（49,494,467株）

自己名義株式　0.00％
（10,958株）

会社概要
会社名	 ウエルシアホールディングス株式会社（英訳名： WELCIA HOLDINGS CO., LTD.）
設立	 2008年9月1日
資本金	 77億92百万円
事業内容	 調剤併設型ドラッグストアチェーンの運営を行う子会社およびグループ会社の経営管理など
本社所在地	 〒101-0021 東京都千代田区外神田二丁目2番15号
ホームページ	 https://www.welcia.co.jp
電話番号	 03-5207-5878（代表）
グループ従業員数	 66,956名（パート社員・アルバイトを含む）

●連結子会社
ウエルシア薬局株式会社
設立	 1974年4月
資本金	 1億円
事業内容	 調剤併設型ドラッグストアチェーン展開
本社所在地	 〒101-0021 東京都千代田区外神田二丁目2番15号

株式会社コクミン
設立	 1935年4月
資本金	 9,118万円
事業内容	 ドラッグストアおよび調剤薬局の経営
本社所在地	� 〒559-0007 大阪府大阪市住之江区粉浜西一丁目12番48号

株式会社フレンチ
設立	 1969年8月
資本金	 1,800万円
事業内容	 ドラッグストアおよび調剤薬局の経営
本社所在地	 〒559-0007 大阪府大阪市住之江区粉浜西一丁目12番48号

株式会社ププレひまわり
設立	 1984年11月
資本金	 4,900万円
事業内容	 調剤併設・エステサロン併設 ドラッグストア運営
本社所在地	� 〒721-0958 広島県福山市西新涯町2丁目10番11号

株式会社丸大サクラヰ薬局
設立	 1972年10月
資本金	 2,990万円
事業内容	 ドラッグストアおよび調剤薬局の経営
本社所在地	 〒038-0031 青森県青森市大字三内字玉作2番地72

シミズ薬品株式会社
設立	 1947年11月
資本金	 4,800万円
事業内容	 ドラッグストア経営（医薬品・化粧品・日用雑貨などの小売業）
本社所在地	 〒600-8871  京都府京都市下京区西七条北東野町113番地

株式会社ウェルパーク	
設立	 1990年9月
資本金	 １億円
事業内容	 ドラッグストアおよび調剤薬局の経営
本社所在地	 〒190-0011 東京都立川市高松町一丁目100番地25号棟

株式会社クスリのマルエ
設立	 1973年４月
資本金	 4,800万円
事業内容	 ドラッグストア店舗展開・調剤薬局のチェーン展開・
	 託児学習施設事業・その他ウェルネス事業
本社所在地	 〒371-0021 群馬県前橋市樋越町83

株式会社よどや
設立	 1981年4月
資本金	 5,000万円
事業内容	 医薬品、健康食品、化粧品、介護用品、ベビー用品、
	 日用雑貨、食品、菓子、酒・ビール類などの販売
本社所在地	 〒781-8104 高知県高知市高須1-5-30 

株式会社ふく薬品
設立	 1989年4月
資本金	 2,000万円
事業内容	 ドラッグストアの経営
本社所在地	 〒900-0021 沖縄県那覇市泉崎二丁目3番地3

株式会社 MASAYA
設立	 1958年6月
資本金	 1,000万円
事業内容	 化粧品専門店
本社所在地	 〒700-0822 岡山県岡山市北区表町二丁目6番56号

ウエルシア介護サービス株式会社
設立	 1971年4月
資本金	 1億円
事業内容	 介護事業全般
本社所在地	 〒305-0061 茨城県つくば市稲荷前8番地1 布川ビル2階

ウエルシアパートナーズ株式会社	
設立	 2006年1月
資本金	 5,000万円
事業内容	 介護事業全般
本社所在地	 〒170-0004 東京都豊島区北大塚一丁目12番15号

株式会社エクスチェンジ	
設立	 2003年4月
資本金	 1,000万円
事業内容	 コンピュータ関連の企画販売
本社所在地	 〒108-0073 東京都港区三田三丁目９番7号

株式会社エクスチェンジソリューションズ	
設立	 2011年9月
資本金	 1,300万円
事業内容	 コンピュータソフトウエア、ハードウエアの企画および制作
本社所在地	 〒108-0073 東京都港区三田三丁目９番7号

株式会社エクスチェンジクリエイティブ	
設立	 2009年7月
資本金	 500万円
事業内容	 グラフィックデザイン・コンピュータグラフィックの企画および制作
本社所在地	 〒108-0073 東京都港区三田三丁目９番7号

WELCIA SINGAPORE PTE. LTD.
設立	 2017年3月　
資本金	 4,200万シンガポールドル
事業内容	 シンガポール国内でのドラッグストア経営
本社所在地	� 29 TAI SENG AVENUE #03-02 SINGAPORE (534119)

●非連結子会社
ウエルシアオアシス株式会社
設立	 2011年3月
資本金	 1,000万円
事業内容	 店舗支援（陳列・補充・調剤 OTC 医薬品販売サポート・清掃）、 
	 植栽整備、書類・備品搬出入、障がい者雇用管理・相談
本社所在地	 〒337-0051 埼玉県さいたま市見沼区東大宮4-48-5

ウエルシアケアトランスポート株式会社	
設立	 2024年10月
資本金	 2,500万円
事業内容	 介護タクシー事業
本社所在地	 〒101-0021 東京都千代田区外神田二丁目2番15号

ウエルシアリテールソリューション株式会社
設立	 2016年11月
資本金	 1,000万円
事業内容	 メーカー企業向けマーケティング⽀援事業
本社所在地	 〒101-0021 東京都千代⽥区外神⽥二丁目2番15号

グループ会社一覧 （2025年2月28日時点） 

発行可能株式総数 494,947,200株

発行済株式数（自己株式10,958株を除く） 209,702,842株

株主数 151,250名

株式の状況

所有者別株式分布状況
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大株主 所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

イオン株式会社 105,981 50.54

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 10,902 5.20

ウエルシアホールディングス従業員持株会 4,423 2.11

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,541 1.69

株式会社ツルハ 3,352 1.60

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 2,560 1.22

野村信託銀行株式会社（投信口） 2,058 0.98

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口） 1,702 0.81

ＣＥＰ　ＬＵＸ－ＯＲＢＩＳ　ＳＩＣＡＶ 1,661 0.79

株式会社イシダ 1,616 0.77

（注）持株比率は、自己株式（10,958株）を控除して計算しております。
　　なお、自己株式には株式給付信託 （従業員持株会処分型）が保有する1,702,100株および役員報酬ＢＩＰ信託が保有する417,743株を含めておりません。 

株式情報
（2025年2月28日時点）

会社情報
（2025年2月28日時点）


